
/

京都府知事　山田　啓二　様

平成28年2月/手口

設立しようとする組合の住所及び名称/

京都市下京区七条通東洞院東入る材木町4 9_ 9 -〆

第一キョートビル802号室/

京都中央生コンクリート協同組合/ /

発起人の住所及び氏名又は名称/

京都市左京区上市野草地町1 3 6番地シ

宝ヶ池建材株式会社/

代表取締役/二股　純-/ /e/
中小企業等協同組合設立認可申請書/

中小企業等協同組合法第27条の2左項祐定によ。中小企業等協同船。設立。認可

を受けたいので、別紙の定款その他の必要書類を添えて申請します。 /

/

獲

圏



中小企業等協同組合設立認可申請書　添付書類一覧

1設立趣意書ノ/

、 2　事業計画書(初年度及び次年度)ノ/

3　収支予算書(初年度及び次年度) /ノ

4　定款/ノ

5　設立同意者名簿及び誓約書/

6　設立同意書及び出資引受書/

7　創立総会議事録/

8　役員名簿/

9　役員就任承諾書/

10代表理事を選定した理事会議事録ノ

11委任状/

12発起人印鑑証明書/
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設　立　趣　意　書/　/

1.設立の諭/　　　　　　　　　　　　　　　-

コンクリ‾トは我々の社会生活にとって欠くことのできない建設材料であり、戦後

の高度経済成長期を通じて、安心・安全な生活空間を形成するとともに、自然災害か

ら国民の生命財産を守る役割を担ってきた。そして、近年の技術進歩に伴い、コンク

リート構造物の役割も年々多様・多機能化してきている。

したがって、コンクリートに携わる業者は、これらの変革や変貌に抜かりなく順応

し、更に‾歩でも技術開発の進展に先んじることで社会基盤の主要部分を構成するコ

ンクリート構造物の長寿命化に寄与しなければならない。

しかしながら、生コンクリ÷ト業界の現状をみると、受注競争の激化による安値受

注が横行し、結果として財務体質の悪化、施工品質・技術力の低下をもたらしている。

・この競争に勝ち残り、品質低下を防止するためには、発注者の要求に対応できる受

注体制の確立・技術力の向上は勿論、業界情報の迅速な収集・対応、経営の効率化、

経費の削減にも取り組んでいかなければならない。

そこで、京都市内の同じ思いを抱く生コンクリート製造業者が団結し、 ①各々の得

意分野における技術や情報を共有できる環境を促進する、 ②生コンクリートの販売を

共同して行うことにより品質の向上及び経費の削減を図る、 ③技術者の育成について

定期的に講習会や研修などを開催し技術力の確保に努める、などの事業を実施するべ

く協同組合の設立を発起する。

本組合は、組合員の相互扶助の精神に基づき、これまでに培った生コンクリートに

関する豊富な経験を武器に、変革する社会の要請に応えるべく更なる連携を深めなが

ら鼓術力の向上、地位の向上や共益の確保を通じて、科学的技術に裏付けされた安心

を国民に提供し、社会の持続的な発展に寄与することを目的とした活動を行う。 /

2.組合組織及び事業の壷妄/

(1)名’　　　称/京都中央生コンクリート協同組合/ /

(2)壇　　　　区/京都市の区域とする。/

(3)事務所の所在地/京都市下京区七条通東洞院東入る材木町4 9 9-2 /

.第一キョートビル802号室/　/

電話番号　組合としての登記完了後、回線契約予定/ /
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(4)組合員たる資格/

組合員たる資格を有する者は、次の各号の要件を備える小規模の事業者とする了

①生コンクリ.」トの製造を行う事業者であること。 /

②組合の地区内に事業場を有すること。/　　　　　/

(5)詫言護憲誓書窯嵩

②出資払込みの方法/一時に全額を払い込まなければならない。/ /

(6)事業計画の概要/

①共同販売に関する事業/

組合が、組合員からの委託を受け、製品を需要者に販売する。/

②教育及び情報の提供に関する事業/

組合員等に対し経営管理及び生産技術の向上を図るため、講習会、研修会の

実施及び情報を提供する。 /

③福利厚生に関する事業/

組合員の死亡、傷害事故等に対して見舞金を支給する。 /　/

( 7 )賦課金の額及び賦課徴収方法/

①賦課金の額/
一般賦課金(組合員1名　月額)  100, 000円/

毎月末日までにその月分を組合事務所に納入するものとするo / /

(8)役員の定数及び任期/

①役員の定数/理　事/　4人又は5人/

監事/ l人又は2人/ /

②役員の任期/理　事/ 2年又は任期中の第(2回目の通常総会の終結

時までのいずれか短い期間。ただし、就任後第

2回目の通常総会が‾2年を過ぎて開催される場

合にはその総会の終結時まで任期を伸長する。/

監　事/ 2年又は任期中の第2回目の通常総会の終結時

ま.でのいずれか短い期間。ただし、就任後第2

(9)創立費及びその償却方法/にはその総会の緒時まで任期を伸長するo/ /

創立費の総額は、 5 0 0万円以内とし、 2年間の均等償却とする。/

平成28年1月29日/

京都中央生コンクリート協同組合/
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設立発起人代表　京都市左京区上高野草地町土3 6番地/

宝ヶ池建材株式会社/

代表取締役/ 二股純-,e
設立発起人　　京都市伏見区久我軸町1 0番地の1 2号/

株式会社トーカイコンクリート/

代表取締役/神農　隆一/

設立発起人　　京都市伏見区下鳥羽上向島町1 0 2番地/

京都資材建設株式会社/

代表取締役/大八木信行/

設立発起人　　　京都市北区上賀茂舟着町1 4番地の1 /

株式会社高木建材/

、代表取締役’/万木　茂/

設立発起人　　　京都市山科区勧修寺小松原町6番地1 /

株式会社栄和資材/

代表取締役/松山　裕俊/

設立発起人　　　京都市伏見区下鳥羽南円面田町5 1番地/

有限会社京央/ i

代表取締役/田中　翼守/

設立発起人　　　京都市右京区西京極堤下町4 3番地の3 /

日建生コンクリート株式会社/

代表取締役/坂平　親亮/
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初年度事業計画書/

自　平成28年3月1日

至平成28年3月31日!

京都中央生コンクリート協同組合/

(1)共同販売に関する事業/

この事業は、組合員から委託を受けて組合員が生産する次の製品の全生産数量

を、組合が需要先に販売することにより実施する。 /　　ノ

ア　販売手数料(1重五霞≡コ円、 -ヶ月工≡ヨ壷　秘技)

取扱製品 帝LﾉHI|｢�販売高 偃��I{�b�手数料高 

生ゴンクリート �+ﾘ��塊�����385,000,000円 �2R�1l,550,000甲/ 　′ / 

イ　事務連絡費　月額30,000円×1ヶ月=30・000円/　　　/

(2)教育及び情報の提供に関する事業/
/

この事業は、組合員等に対し経営管理及び生産技術の向上並びに人材育成を図

るため、専門語師を招いて語習会及び研修会を開催する。

また、生コンクリート業に関する経営及び技術について組合員を集めて情報交/

換会を開催する。

事業項目 弌��H�R�内容 

経営管理講習会 僖�����組合員の事業経営に関する諮習会。従業員に対して技術 

及び毅術研究会 凾ﾌ向上を図るための研究会。 

情報交換会 佻�����組合員の取り扱う製品の市況の情報収集及び交換の 
ため月1回A4判10頁程度の資料を提供する。　/ 

(3)福利厚生に関する事業/

この事業は、組合員の融和及び福利厚生の促進を図るために行う。
・　組合員の慶弔に際し、金員を支給する。　　　　　　　　　/

/
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初年度における収支予算書/

・自　平成28年3月1自

室　平成28年3月3凋/　　　/

京都中央生コンクリート協同組合 

収　　　　　　入　　　　　　の　　　　　　一部 

科　　目 仞�����ｧ｢�備　　考 

1.事業収入 �� 

受取販売手数料 ��ﾂﾃSS�ｳ����業計画書のとおり 

事業収入計・ ���ﾃSS�ﾃ���� 

2.賦課金収入 ��’/ 

一般賦課金収入 都��ﾃ����合貝l人月棚方 

.賦課金収入計 都��ﾃ���� 

合　　計 ��"ﾃ#S�ﾃ����/ 

支　　　　・出　　　　　　の　　　　　・部 

科　　目 仞�����ｧ｢�備　　考 

1.事業費 �� 

販売事業費 �3�ﾃ����業夢国書のとおり 

教育情報事業費 塔�ﾃ����語習会・研究会・情報交換会の開催 

福利厚生事業費 ����ﾃ����見舞金 

弦楽費計 �#��ﾃ����/ 

2・一般管理費 �� 

人件費 �� 

役員報酬 ��Y?�蓼蓼蔟ﾔ��墓三三ヨlX5名′×lヶ月/ 

∴械貝給料手当 册8����58�ｲ�給料」二三三ユー×2名×1ケル 

福利厚生費 册8蓼蓼8��エ三三ヨIXlケル 

業務費 �� 

通信費 ���ﾃ����道代・切手代等　月額l万円×1ヶ月/ 

消耗品費 �#�ﾃ���処理関連品　月額2万円×lヶ月/ 

印刷費 �3�ﾃ����ど-代辱　月額3万円×lケル/ 

会態勢 鉄bﾉ$���総会5万円、理再会5千円1国分ぐ 
その他会犠 

交際費 鼎�ﾃ���,額4万円×lヶ月/ 

関係団体負担金 澱ﾃc��月額6,600円×lヶ月/中央会 

事務所家賃 �3��ﾃ���月額30万円×1ヶ月/ 

水道光熱費 �3�ﾃ��月額3万円×1ヶ月/ 

諸税負担金 �� 

租税公課 鉄�ﾃ����紙、法人府民税、法人市民税 

一般管理費計 定���ﾃ鉄Rﾃc�� 

3.事業外費用 �� 

創立費償却 �"ﾃS��ﾃ���日立費500万円のl/2償却/ 

草葉外費用計 �"ﾃS��ﾃ����/ 

4.予備費 途ﾃSィﾃC��� 

合　　計 ��"ﾃ#S�ﾃ����/ 
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次年度事業計画書/

自　平成28年4月1日

至　平成29年3月31日/

(1)共同販売に関する事業/

/

京都中央生コンクリート協同組合/

/

この事業は、組合員から委託を受けて組合員が生産する次の製品の全生産数量

を、組合が需要先に販売することにより実施する。/

ア　販売手数料(1章正三ヨ円、一ケ月慶重電　競技)

取扱製品 儉ﾉHI|｢�販売高・ 偃��I{�b�手数料商 

生コンクリート 仍��ｶ���4,620,000,000円 �2R�138・600,000シ 

/

イ　事務連絡費　月額30,000円×12ヶ月こ360,000円/

(2)教育及び情報の提供に関する事業/　　ノ

この事業は、組合員等に対し経営管理及び生産鼓術の向上並びに人材育成を図

るため、専門語師を招いて語習会及び研修会を開催する。

また、生コンクリート業に関する経営及び技術について組合員を集めて情報交

換会を開催する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　/

事業項目 弌��B�内容 

経営管理講習会 僖紿���組合員の事業経営に関する詰習会。従業員に対して技術 

及び技術研究会 凾ﾌ向上を図るための研究会。 

情報交換会 僖��(���組合員の取り扱う製品の市況の情報収集及び交換の 
ため月富国A4判10頁程度の資料を提供する。 

(3)福利厚生に関する事業/　　　　　　/

この事業は、組合員の融和及び福利厚生の促進を図るために行う。
・　組合員の慶弔に際し、金員を支給する。



ピコ
次年度における収支予算書/

自平成28年。月1日　/

至　平成29年3月31日/

京都中央生コンクリート協同組合 

収　　　　　　入　　　　　　の　　　　　　部 

科　’目 仞��hｧ｢�備　　考 

1.事業収入 �� 

受取販売手数料 ��3づc��ﾃ����菓計画啓のとおり 

事業収入計 偵�3づc��ﾃ���� 

2.斌課金収入 ��/ 

一般賦課金収入 偵づC��ﾃ����合貝1人月額10万百×7天文12ヶ月’ 

厳探金収入計 ��SづC��ﾃ��� 

合　　計 ��Crﾃ���ﾃ���/ 

支　　　　　　　出　　　　　　　の　　　　　　　部 

科　〇　日 仞�����ｧ｢�備　　考 

1.事業費 �� 

販売事業費 �3c�ﾃ����計画書のとおり 

教育情報事業費 鼎3�ﾃ����習会・研究会・情報交換会の開催 

福利厚生事業費 ����ﾃ����舞金 

轢費計 塔��ﾃ���� 

2.-般管理費 �� 

人件費 �� 

役員報酬 ��h蕀?�?�?�?�?�?��b�亡三三∃×5名実12ヶ月’ 

職員給料手当 併?�蓼蓼蓼蓼蓼8b�貝給料　亡≡≡≡ヨ×2名×12ケ)予 

・福利厚生費 册8蓼蓼蓼蓼8��萄二≡≡ヨ×12ヶ月// 

.業務費　∴ �� 

通信費 ��#�ﾃ���送代・切手代等　月額l万円×12ヶ月/ 

消耗品費 �#C�ﾃ���務処理関連品　月額2万円×12ヶ月/ 

印刷費 �3c�ﾃ����ビ一代等　月額3万円×12ケル 

会識費 ��#づ����総会5万円、理再会5千円12図分{、 
その他会議 

交際費 鼎��ﾃ����額4万円×12ヶ月/・ 

関係団体負担金 都津&F��月額6,600円×12ヶ月/　　、 

事務所家賃 �2ﾃc��ﾃ����領30万円×12ヶ月/ 

水道光熱費 �3c�ﾃ����月額3万円×12ケル 

諾説負担金 �� 

租税公蝶 偵#��ﾃ����印紙、法人府民説、法人市民税 

一般管理費計 �(-ﾓS#2ﾃ#���1 

3.事業外費用 �� 

創立費償却 �"ﾃS��ﾃ����り立費500万円のl/2償却′ 

事業外費用計 �"ﾃS��ﾃ��� 

4.予備費 ��#�ﾃ�ッﾃ���� 

合　計 ��ﾍ�ﾃ���5�����/ 
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定 款/

京都中央生コンクリート協同組合/

/

l



e
京都中央生コンクリート協同組合定款/ /

第1章総　則//

/
(目　的)/

第1条/本組合は組合員の相互扶助の精神に基づき、組合員のために必要な共

同事業を行い、もって組合員の自主的な経済活動を促進し、わ、その経済的

雌の向上アことを目的とするo/

(名　称)/

第2条/本組合は京都中央生コンクリート協同組合と称する。 /

倣囲/ /　　　　/

第3条/本組合の地区は、京都市の区域とする/

(事務所の所曲的/ /

第4条体組合は、事務所を京都再三置く。/

(公告の方法) /

/

第5条/本組合の公告は、本組合の掲示場に掲示してする。 /

(規’約)/
/

第6条/この定款で定めるもののほか、必要な事項は、親約で定める。 /

2　兢約の設定変更又樹霜止は総会の議決を経なければならない。/ )

第2章　事　　業/ /

僅鞠/
第7条/本組合は、第1条の目的を連覇-るため、次の事業を行う了

(1)組合員の取り扱う生コンクリートの共同販売,

( 2 )組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又!粒合事業に関する知

識の普及を図るための教育及び晴報の提供/

(3)組合員の福禾順蛙に関する事業/

2霊謀議謀議を細る齢の給随は、 10万円を
超えてはならないものとする。 /

2
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第3事組合員//

(組合員の資㈲ノ、 /

第8条/本組合の組合員たる資格を有する者は、次の各号の要件を備える小親槙

の事業者とする。 /
’(1)生コンクリートの製造を行う事業者であること/

(2)組合の地区内に事業場を有すること!

2　前項の規定にかかわらず、次の各号の一に掲げる者は組合員になること

ができない。 /

・( 1 )暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2粂第2号に規定

する暴力団(以下「暴力団」という。)、暴力団の構成員(以下「暴力団

員」という。)、-暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力

団準構成員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者(以下「暴力団

員等」という。) /

( 2 )暴力団員等が実質的に運営を支配又は運営に関与していると認められ

る者/

(3)暴力団員等を不当に利用していると認められる者/

(4)暴力団員等に対して資金等を提供し、又〉剖睦を供与するなどの関与)

をしていると認められる者/

(5)暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる:

者/

伽　入)/　ノ　　　　　　　　　J

第9条/組合員たる資格を有する者は本組合の承諾を得て、本組合に加入する

ことができる。/

2　本組合は加入の申込みがあったときは、理事会においてその諾否を決する。/

伽入着の出資払込み) /

第10条/前条第2項の承諾を得た者は遅滞なく、その引き受けようとする出資

の全額の払込みをしなければならない。ただし、持分の全部又は「郭を承継す

ることによる場合は、この限りでない。/

(相続加入) / /

第11条/死亡した組合員の相続人で組合員たる資格を有する者の1人が相続開

始後30日以内に切口人の申出をしたときは、前2条の規定にかかわらず、相続開

始のときに組合員になったものとみなす了

2　前項の規定により加入の申出をしようとする者は、他の相続人の同意書を提

3



夢
出しなければならない。 /

(帥腿田/ /

第12条/組合員は、あらかじめ本組合に通知したうえで、事業年度の終わりにお

いて脱退することができる。/

2　前項の通知は、事業年度の末日の90目前までに、その旨を記載した書面でし

なければならない。 /

(除　名)
//

第13条!本組合は次の各号の一に該当する組合員を総会の議決により除名する

ことができるoこの場合において、本組合は、その総会の会日の10目前までに、

その組合員に対しその旨を通知し、かつ、総会において、弁明する機会を与え

るものとする。/

( 1 )長期間にわたって本組合の事業を利用しない組合員/

( 2)出資の払込み、経費の支払いその他本組合に対する義務を怠った組合員/

(3)本組合の事業を妨悦又は妨げようとした組合員/

( 4 )本組合の事業の利用について不正の行為をした組合員/

(5)犯罪その他信用を失.う行為をした組合員/

(6)第8条第2項各号の-に該当する組合員/

脱退者の持分の払戻し) / /

第1蜜/組合員が脱退したときは、組合員の本組合に対する出資額体組合の財

産が出資の総額より減少したときは、当該出資額から当該減少額を各組合員の

出資額に応じて減額した織を限度として持分を払い戻すものとする。ただし、

除名による場合は、その半額とする。 /

般用料又は手数料)/ /　　　　　　　　　　　¥

第15条/禰宜令は、その行う事業について使用料又は手数料を徴皮することがで

きる。′

2　前項の使用料又は手数料は、親約で定める額又は率を限度として、理事会で

定める。/

経費の賦鞠/ /

第16条/壷蛤は、その行う事業の費用鯛料又ば餞掛をもって充てるべき
iものを除くo )に充てるため、組合員に経費を賦課することができる。/

2　前項の経費の額、その徴収の時期及び方法その他必要な事項は総会におい

て定める。 /

4



紫蓄驚急名号の_麟するときは、軍報の終わ。において
その出資口数の減少を請求することができる。 /

(1)事業を休止したとき/

(2)事業の一部を廃止したとき/

(3)その他特にやむを得ない理由があるとき/

2　本組合は、前項の請求があったときは理事会において、その諾否を決する。 ●/

3　出資口数の減少については第14条脱退者の持分の払戻の/の規定を準用

する。/

(組合員名簿の侮免償置き及び閲覧鞠/ /

第18条/本組合は、組合員名簿を作成し、各組合員について次に掲げる事項を記

載するものとする。/

( 1)氏名又は名称(法人組合員にあっては、名称及びその代表著名)及び住
、所則堀所/

(2)加入の年月日/

(3)出資口数及び金額並びにその払込みの年月日/

2　本組合は、組合員名簿を主たる事務所に備え置くものとする。/

3　組合員及び本組合の債権者は本組合に対して、その業務取扱時間内はい

つでも、組合員名簿の閲覧又は謄写の請求をすることができる。この場合にお

いてば本組合は、正当な理由がないのにこれを拒むことができない。 /

4　組合員は、次の各号の一に該当するときは、 1週間以内に本組合に届け出な

ければならない。 /

( 1)氏名又は名称(法人組合員にあっては、名称及びその代表著名)及び事

業を行う場所を変更したとき/

(驚慧欝親祭善詰る御

難は、次の各号。_腰当する組嶺に対し、絵の翻こよ。 、
過怠金を課するこ、とができる。この場合において、本組合は、その総会の会日

の10目前までに、その組合員に対してその旨を通知し、かつ、総会において、

弁明する機会を与えるものとする。/

(1)第13条第2号から第4藁でに掲げる行為のあった組合員/

( 2)前条第4項ゐ規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした組合員/

陰計帳簿等の閲覧勤/ /

5



e
籍喰/組合卦も統領の100分の3址の帳を得て、本職こ対して、
その業務取扱時間内はいっでも、会計帳簿又はこれに関する資料(電磁的記録

に記録された事項を表示したものを含む)の閲覧又需瑚韓の諮求をすること

ができるoこの場合においては、本組合は、正当な理由がないのにこれを拒む

ことができない/

第4章　出資及び持分/

/
(出資1口の金額)/ /

第21条/出資1口の金額は10万円とする。/ /

(出資の払込功/ /

第22条/出資は、一時に全額みい込まなければならない。 /

撒、 組合員力演用料、手数料、経費、過怠金その他本組合に対す

る債務を履行しないときは、履行の期限の到来した日の翌日から履行の日まで

年利10%の割合で延滞金を徴収することができる。 /

(持分)/ ,

第24条/組合員の持分は、本組合の正味財産につき、その出資口数に応じて算定

する。/

2　持分の算定に当たってばl,000円未満の端数は切り捨てるものとする。 /

第5章役員、顧問及び職員/

(役員の定数等) /

第25条/役員の定数は、次のとおりとする。 /

嵩監護談ノン
2　第8条第2項各号の-に該当する者は、役員になることができない/

(役昌の任期) / /

第26条/役員の任期は、次のとおりとする了

( 1 )理事/ 2年又は任期中の第2回目の通常総会の終結時までのいずれか短

い期間。ただし、就任後第2回目の通常総会が2年を過ぎて開催される場

6



㊨
合にはその総会の終結時まで任期、を伸長する了

( 2)監事/ 2年又は任期中の第2回目の通常総会の終結時までのいずれか短

い期間。ただし、就任後第2回目の通常総会が2年を過ぎて開催される場

合にはその総会の終結時まで任期を伸長する。ノ

2　補欠促数の増加に伴う場合の補充を含む・)のため連出された役員の任期・

は、現任者の残任期間とする/

3　理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合において、新たに選出され

た役員の任期は第1項に規定する任期とする。 /

4　任期の満了又は辞任にょって退任した役員は、その退臣により、前条に定め

た理事又は監事の定数の下限の員数を欠くこととなった場合には、新たに選出

された役員が就任するまでなお役員としての職務を行う。 /

(員外理勃/ /

第27条/理事のうち、組合貞則蔀蛤員たる法人の役員でない者は、 1人を超え

ることができない。 /

㈱帖諾劉/ /

第28条/監事のうち、組合員又は組合員たる法人の役員でない者は1人を超え

ることができない。 /

醐/ /
第29条/理事のうち1人を理動を1人を専務理事とし、理事会において選定す

る。/

(代表理事の職務等) /’/

第30条ノ理事長を中小企業等協同組合法(以下「法」という。 )第36条の8第1

項に規定する代表理事とする。 /

2　理事長は、本組合の業務に関する一切の裁判上又〉域判外の行為をする権限

、を有し、本組合を代表し、本組合の業務を執行する。 / ・

3　任期の満了又l辞任により退任した理事長は、新たに選定された理事長が就

任するまで、なお理事長としての権利義務を有する。/

4　本組合は、理事長その他の代理人が、その職務を行う際、第三者に加えた損

害を賠償する責任を有する。 /

5　理事長の代表権に切口えた制限は善意の第三者に対抗できない/

6　理事長は総会の議決によって禁止されないときに限り特定の行為の代理を

他人に委任することができる。/

7　本組合は、代表理事以外の理事に組合を代表する権限を有するものと認めら

れる名称を付した場合には当該理事がした行為について、善意の第三者に対

7
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齢
してその責任を負う。 /

e
虚事の職紛/ /

第31条/監事はいっでも、会計の帳簿及び書類の閲覧著しく朋輩写をし、又は

理卦参事及び会計主任その他の職員に対して会計に関する報告を求めること

ができる。/

2　監事は、その職務を行うため特に必要があるときは、本組合の業務及び財産

の状況を調査することができる。 /

纂?議定級び鞠の定め並びに絵の蟻翳し、本船
のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 /

(役員の運勢1

第33条/役員は総会において選挙する。 /

2　役員の選挙は連記式無記名投票によって行う。 /

3　有効投票の多数を得た者を当選人とする。ただし、得票数が同じであるとき

は、くじで当選人を定める。また、当選人が辞退したときは、次,鰭をもって

当選人とする。 /

4　第2項の規定にかかわらず、役員の選挙は、出席者全員の同意があるときぼ

指名推選の方法によって行うことができる。/

5　指名推選の方法により役員の選挙を行う場合における被指名人の選定は、そ

の総会において選任された選考委員が行う。 /

6　選議員が破損名人を決定したときは、その被指名人をもって当選とするか

どうかを総会に諮り、出席者の全員の同意があった者をもって当選人とする。 /

(理事及び監事の報抑/ /

窮地条/役員に対する報酬は、理事と監事を区分して総会において定める。 /

傾聞及び相談劉/ /

第35条/本組合に、顧問及び相談役を置くことができる。/

2　顧問は、学識経験のある者のうちから、相談役は、本組合に功績のある者の

うちから、理事会の議決を経て理事長が委嘱する。 ・/

纂鵜計艶を置くことができる。 /
2　参事及び会計主任の選庄又〉璃任は理事会において議決する。/

3　組合員は、総組合員の10分の1以上の同意を得て、本組合に対し、参事又は
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∈う
会計主任の解任を請求することができる。 /

職印/ノ
第37条/本組合に、参事及び会計主任のほか、職員を置くことができる。 /

第6章総会理碁会及び委員会/ノ

纂驚詰総会及㌫時給とする。 /
2　通常総会は毎事業年度終了後2月以内に、臨時総会は必要があるときはいつ

でも、理事会の議決を経て、理事長が招集する。/

霧繁議ま!会日の1。瞳でに到執るように、鏑の目的たる事
項及びその内容並びに目時及び場所を諦載した書面を各組合員に発してする

ものとする。また、通常総会の招集に際しては、決算関係書鼠事業報告書及

び監査報告を併せて提供するものとする。/

2　前項の書面をもってする総会招集通知の発出は、組合員名簿に認識したその

者の住所(その者が別に通知を受ける場所を本組合に通知したときはその場

所)に宛てて行う。/

3　第1項の規定による書面をもってする総会招集通知は通常到達すべきであ

ったときに到達したものとみなす了

4　本組合は希望する組合員に対しては、第1項の規定による総会招集通知並

びに決算関係書類、事業報告書及び監査報告の提供を電磁的方法により行うこ

とができる。/

5　前項の通知については、第?項及び第3項の規定を準用する。この場合にお

いて、第2項中「総会招集通知の発出は」とあるのは、 「総会招集通知の電子

メールによる発問丸と、同項中「住所」とあるのは唯所(電子メールアド
レスを含む。 “) 」と読み替えるものとする。/’

6　電磁的方法について必要な事項は、規約で定める(以下同じ。 ) 。/

7　第1項の規定にかかわらず、本組合は、組合員全員の同意があるときは招集

の手続を経ることなく総会を開催することができる。/

/
(臨時総会の招集請的/　,

第的条/総組合員の5分の1以上の同意を得て臨時総会の招集を請求しようと

する組合員は、会議の目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を理事会に

提出するものとする。 /
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2　組合員は、前項の規定による書面の提出に代えて、電磁的方法によりこれを

提出することができる。 /

(書面又は代理人による議決権又は選挙権の行㈲ / /

籍1条/組合員は、第9条の第1項あ規定によりあらかじめ通知のあった事項に

つき、書面又脚や理人をもって議決権又ば襲挙権を行使することができる。こ

の場合は、その組合員の親族若しくは常時反照する使用人又は他の組合員でな

、けれ〉計や理人となることができない。 /

2代理人が代理することができる組合員の数は、 1人をする。 /

3　組合員は第1項の規定による書面をもってする議決権の行飽こ代えて、議

決権を電磁的方法により行うことができる。 /

4　代理人は、代理権を証する書面を本組創こ提出しなければならないoこの場

合において、電磁的方法により議決権を行うときば書面の提出に代えて、代

理権を詞翻勺方法により証明することができる。 /

総会の諮郭/ /

第盤条/総会の議事は・法に特別の定めがある場合を除き、総組合員の半数以上

が出席し、その議決権の過半数で決するものとし、可否同数のときは、議長が

決する。/

(総会の議励/ /

第館条/総会の議長は、総会ごとに、出席した組合員のうちから選任する。 /

(緊急議戴/ /

第製条/総会においては、出席した組合員(書面若しくは電磁的方法又は代理人

により議決権又は選挙権を行陵する者を除く。 )が総組合員の半数以上であり、

かな出席した組合員の3分の2以上の同意を得たときに限り、第39条第1項/

の規定によりあらかじめ通知のあった事項以外の事項についても議案とする

ことができる。 /

総会の議決春田/ /

第鯨条/総会においてば法又はこの定款で定めるもののほか、次の事項を議決

する。/

(1)借入金残高の最高限度/

(2)その他理事会において必要と認める事項/

総会の議弼酌/ /

第鮎条/総会の議事録は、書面又は電離勺記録をもって作成するものとする。 /
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一三

2　前項の議事録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 /

(1)招集年月日/

(2)開催日時及び場所/

(3)理事・監事の数及び出席理事・監事の数並びにその出席方法/

( 4)組合員数及びその出席番数並びにその出席方法/

(5)出席理事の氏名,/

(6)出席監事の氏名/

(7)議長の氏名/

( 8)議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名/

( 9)議事の経過の要領及びその結果(議案別の議決の結果、可決、否決の別

及び賛否の議決権数) /.
● (10)監事が、総会において監事の選任、解任若しくは辞圧について述べた意

見又は総会において述べた監事の報酬等についての意見の内容の概要/

(1 1)監事が報告した会計に関する議案又は決算関係書類に関する調査の結果

の内容の概要/

(理事会の招集軽部/ /
・第生7条/理事会は理事長が招集する。/

2　理事長以外の理事は招集権者に対し、理事会の目的である事項を示して、

理事会の招集を請求することができる。/

3　前項の請求があった日から5日以内に、その請求があった白から2週間以内

の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合には、その請

求をした理事は、理事会を招集することができる。 /

煙草会の招集手駒/ /

第甥条/理事長は理事会の日の1週間前までに、各理事に対してその通知を発し

なければならない。 /

2　前項の規定にかかわらず、理事会は、理事の全員の同意があるときば招集

の手続を経ることなく開催することができる。 /

3　本組合は、希望する理事に対しては、第1項の規定による理事会招集通知を

電磁的方法により行うことができる。 /

4　前項の通知については、 ’総会招集の手続に準ずるものとする。 /

(理事会の決議)/ / ,

第⑩条/理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、そ

の過半数で決する。 /

2　前項の決議について特別の利害関係を有する理事は議決に加わることがで

制
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とう
きない。/

3　理事は、書面則掘撥的方法により理事会の議決に加わることができる。 /

4　理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当

該捷案につき理事(当該事項について議決に加わることができるものに限る。 )

の全員が書面又〉掴隊的記録により同意の意思表示をしたときはヾ当該提案を

可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 /

5　理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは当該

事項を理事会へ報告することを要しなしヽ /

鰭長堀で定め華。。ほか、次の顎を謙する。 /
(1)総会に提出する議案/

( 2 )その他業務の執行に関する事項で理事会が必要と認める事項/

籍1条/理事会においては、轄垂がその議長となる。/

2　理事会の議事録は書面又は電磁郵痛ヨ録をもって作成し、出席した理事及び

監事はこれに署名し、又は記名押印するものとし、電磁的語録をもって作成

した場合には、出席した理事及び監事は、これに電子署名を付するものとする/
’ 3　前項の議事録には、次に掲げる事項を記載するものとする。 /

ふ

(1)招集年月日/

(2)開催日時及び場所/

( 3)理事・監事の数及び出席理事・監事の数並びにその出席方法/

(4)出席理事の氏名/

信　(5)出席監事の氏名/

(6)出席組合員の氏名/

(7)議長の氏名/.

( 8 )決議事項に特別の利害関係を有する理事の氏名/

( 9)議事の経過の要領及びその結果(議覿」の議決の結果可決、否決の別

及び賛否の議決権数並びに賛成した理事の氏名及び反対した理事の氏名) /

(10)理事会の招集を請求し出席した組合員の意見の内容の概要/

(11)本組合と取引をした理事の報告の内容の概要/

(12)その他煙事会が次に掲げるいずれかのものに該当するときは、その旨) /

①招集権者以外の理事にょる招集権者に対する理事会の招集請求を受

けて招集されたものである場合/

② ①の請求があった日から5日以内に、その請求があった日から2週間,

以内の日を理事会の百とする理事会の招集の通知が発せられない場合

に、その請求をした理事が招集したものである場合/

12
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6
③組合員の請求を受けて招集されたものである場合/

④ ③ゐ請求があった日から5日以内に、その請求があった日から2週間

以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合

に、その請求をした組合員が招集したものである場合/

4　次の各号に掲げる場合の理事会の議事録は、当該各号に定める事項を内容と

するものとする。/

( 1 )理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、

当該提案につき理事(当該事項にっいて議決に初口わることができる者に限

る。 )の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をし、当該提案

を可決する旨の理事会の決議があったものとみなした場合には次に掲げ

る事項/

①　理事会の決議があったものとみなされた事項の内容/

②　①の事項の提案をした理事の氏名/

③理事会の決議があったものとみなされた日/

④議酸の作成に係る職務を行った理事の氏名/

( 2 )理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知し、 ,当該事項

を埋葬会ぺ駈けることを要しないものとした場合には次に掲げる事項/

①理事会への報告を要しないものとされた事項の内容/

②理事会への報告を要しないものとされた日/

③議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名/

霧悪評。轢。師に関し、醇会。諮閥として、委強を
置くことができる。 /

2　委員会の種類、組織及び運営に関する事項は親約で定める。/

第7章会　　計//

箇業年齢/ /

籍蛛/本組合の事業年度は、毎年4月1日に始まり、翌年3月31日に終わるも

のとする。 /

(利益準臨釣-/ /

祭政条/本組合は出資総額に相当する金額に達するまでは、当期純利益金額ぐ前

案鷲謀議蒜諾霊認諾繋藷霊譲
13
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㊨
する。/

2　前項の準備金は、損失のてん補に充てる場合を勘、てぼ取り崩さない。 /

㈱/ /
第5条/本組合は出資金減少差益飽4家だ嶋の規定によって払戻しをし
ない金額を含む)をその他資本剰余金として積み立てるものとする。/

(持場噸立金)/　/

第56条/本組合は当期純利益金額の10分の1以上を特定瀬立金として積み立て

るものとする。 /

2　前項の積立金は、損失のてん補に充てるものとする。ただし、出資総額に相

当する金額を超える部分については、損失がない場合に限り、総会の議決によ

り損失のてん補以外の支出に充てることができる。/

(教育情報費用闘艶め/ /

第57条/本組合は、第7条第1項第2号あ事業(教育情報事鞠の費用に充てる

ため、当期純利益金額の20分の1以上を翌事業年度に繰り越すものとする。 /

僅当又鴎配れ) / /

第藩慧諾篭器麗議翳諾諾言霊鼠
積立金鼓び前案の規定による教育情報費用締盟垂控除してなお剰余がある

ときは、総会の議決により他の組合積立金として積み立て、又は、組合員に配

当し、なお、剰余がある場合は翌事業年度に繰り越すものとする。 /

(毒し当の方法) /

第9条有珠の配当を総会の議決を経て、事業年度末における組合員の出資額

若しくは組合員がその事業年度において組合の事業を利用した分量に応じて

し、又は事業年度末における組合員の出資額及び組合員がその事葉酸におい

て組合の事業を利用した分量に応じてするものとする。 /

2　事業年度末における組合員の出資額に応じてする配当は、年.1割を超えない

ものとする。 /

3　配当金の計算については、第24条第2項ゐ出走を準用する。/

(損失金の処⑪ /

第00条/損失金のて人扉は、醐」積立金、利益準備金、その他資本剰余金の順序

に従ってするものとする。 /

14



(職員選種給与の引当) /　　/

第61条本組合は、事業年度ごとに、職員退職給与に充てるため、退職給与規程

に基づき退職給与を引き当てるものとする。

附　　則/　　/

1設立当時の役員の任期は、籍6条第1填る規定にかかわらず、最初の通常総

2勘の事業年度は、第53条ゐ規定にかかわらず本組合の成立の日から平成

28年3月31日までとする/ /

15



設立同意者名簿及び誓約書/

社　名 代表者氏名/ 偖ｨ�X��������������出資 引受 口数 剌o資引受 金　額 剴�ｼ驢)MHﾘb�����菜稲 　/ 倬�gｸｾ�,ﾉx｢�����従業員 の数 

宝ケ池建材株式会料/ ��r曳ｹ5引ｨﾝﾙ&竰�8ﾉ78�8ﾛhｹ霎h�8�8蛻ｷ&ﾉ<yMI&糘� 佰ｲ�l ��/ 万円 ��sRﾒ�生コンクリート �������ﾃ����x冷�/ 20人 

代表取締役/二股純「/ 　　　　　l 宙7h8�986x�9Z�7ｸ�辻�ｷ(�8ﾛhｹ霎h蛻ﾎ�*ﾃ3嶋�&ﾂ��劔��ss#�ﾓ#Sc��.製造/ 

有限会社京央/　　/ 忠gｹU�ﾙ&��X7h8�986x�8ｶB��梯�ﾏｲ�ﾏｲ��/ ��sXｨｲ�生コンクリ 艇�b�/ 

代表取諦役/田中難ンI 仍�78�9Yｨﾊ仞h岔+��>ﾈ鈴lｩ69*ﾃS�MI&糘�劔万円 田�"ﾓ��澱�製造サ ��2ﾃ����x冷�13人 

京都資材建設株式会社/ 忠gｹ5引ｨ�"�7h8�986y�ﾙ'X�ｨ�梯�劔/ ��sRﾒ�生、-/ 梯�/ 

代表取締役/大八木信行㌧ 　　　` 仍�78�9Yｨﾊ仞h岔+���8ﾏﾉJ�*ﾃ��)MI&糘�劔万円 田�ﾓ�##��コシ/クリート 製造/ �3�ﾃ����x冷�8人 

株強社猷樹// 忠gｹ5引ｨﾝﾙ&竰���ﾂ�ﾏｲ�凵�~ ��sRﾒ�i′ ��ﾂ�.ノ 京都市非区上賀茂舟弟町14番地の1/〆 劔劔�h5(984�8ｨ�ｸ6r�

代表取鮨街/万木茂// 宙7h8�986x�8ｼﾘ郊���郢xｸ�9fｸｾh�8棠l頡ﾙ.ﾙ*ﾃ��MI&�,ﾆﾂ��劔都��ﾓ��#b�製造 ���ﾃ����x冷�15人 

株式会社栄和資材// 忠gｹ5引ｨﾝﾙ&��X7h8�986y�ﾙ'X�ｨ������佰ｲ��/・ ��sRﾒ�生コンクリ1ト 梯�/ 

代表取締役/松山裕俊// 仍�78�8�(怦ｾi�x�8馼抦鉙ﾋI*ﾃiMI&����劔万円 鉄��ﾂﾓc�3��製造 　/ ���ﾃ����x冷�����10人 

/ 株式会社トーカイコンクリー 忠gｹ5引ｨﾝﾙ&��X7h8�986y�ﾘ��ﾆh�梯��陳�剿怏~ ��sRﾒ�生コンガ_ト 梯�/ 

ト/代表取締役/神塵　蜂「 俘)78�9Yｨﾊ仞hｷh曵�ﾈ�*ﾃ��ｩMI&�,ﾃ�(ﾘb�劔涛3Rﾓs332�製造 　/ ���ﾃ����x冷�10人 

/ 日連坐コンクリート株式会 忠gｹ5引ｨﾝﾙ&笘�ﾈ����8ﾉ78�8嚢ｹ霎h柯ｹ霈叺ｨ岔*ﾃC9MI&�,ﾃ2��梯�ﾏｲ�刮ｹ/ 万円 ��sRﾒ�生コンクリノト ���ﾃ���W｢�蜜人 

代表取節役/坂平親亮/ 　　　　/ 倡YVhｽ顋�ﾇ�eY*ﾃ�Ygﾂ��劔�3�2ﾓ�cC"�製造 

合計　　7名 ��70口 / �700万円 剪� �� 

上話設立同意者名簿記載。 7人を定款第8条在規定する本組合員たる資格を有するものであふとを

誓約致します。

/

平成28年　2月13日/

組合名　　京都中央生コンクリート協同組合/

発起人代表　住　所　　　京都市左京区上帝野草地町1 3 6番地/

法人名　　　　宝ヶ池建材株式会社/

代表者職氏名　代表取締役/二股　純- / ②②



㊨/
平成28年2月13日/

京都中央生コンクリート協同組合/

設立発起人代表　京都市左京区上高野軸缶3 6番地/

宝ヶ池建材　株式会社/

代表端役/二股純-/様　/

京都市左京区上市野草地町1 3 6番地/

宝ヶ池建材株式会社/

’代表取締役　二股純-/

電話番号　075-721-2561/

/

京都中央生コンクリート協同組養護請書及び出資引受書/

廓中央生コンクリート協議名立の趣旨に賛同し、次の出資を引き受けます。

なお、当社の資本金及び従業員数は下記のとおりです。

出資引受口数　図㌔(出資1口の金額1。。,’。。。訪

金工二三≡≡≡∃円/　/

l資本金の総額又は出資の総額/　1, 000万円/ /

2　常時使用する従穎数/　　　　　20人/ /

3業　種　　　　　　生コンクリ「ト製造業/ /



平成28年2月13日/

〔う/

京都中央生コンクリート協同組合/

設立発起人代表　京都市左京区上市野草地町1 3 6番地/

宝ヶ池建材　株式会社/

代表端役,二股純一漆　　/

京都市伏見区下鳥羽高田面田町5 1番地/

慧慧京央∴㌢ e ′
電話番号　075-612鵜0096/

/

京都中央生コンクリート協同組合名立同意書及び腰引受書

京都中央生コンクリート協同組名立の趣旨に賛同し、次の出資を引き受けます。

なお、当社の資本金及び従業員数は下記のとおりです。

出資引受口数　巨ヨ了(出資1口の金額100, 0。。円了

金　　　　　　　　円/　　　　　　/

記

l　資本金の総額又は出資の総額　　　　1, 300万円/

2　常時使用する従業員数

3　業　種

13人/

生コンクリート製造業/ /



㊨/

京都中央生コンクリート協同組合/

設立発起人代表　京都市左京区上帯野草地町1 3 6番地/

宝ヶ池建材　株式会社/

代表取締役/二股純-ノ様　/

平成28年2月13日/

京都市伏見区下鳥羽上向島町1 0 2番地/

京都資材建設　株式会社/

代表取締役　　大八木　信行/

電話番号　075-681-1221/

四国

京都中央生。ンクリート駒組み立同語及び出資引受書

京都中央生コンクリ」ト協同組合表立の嘉に賛同し、次の出資を引き受けます。

なお、当社の資本金額及び従業員数は下記のとおりです。

出資引受口数　と召イ(出資1口の金額100, 000円)

金　　　　　　　　　円/　　　　　　/

記

l　資本金の総額又は出資の総額　　　　　3, 000万円/

2　常時使用する従業員数　　　　　　　　　　　　　8人/

3　業　種　　　　　　　　生コンクリート製造業/

/



平成28年2月13日/

e/
京都中央生コンクリー.ト協同組合/

設立発起人代表　京都市左京区上市野草地町1 3 6番地/

宝ヶ池建材　株式会社/

代表取締役/二股　純- /様

京都市北区上賀茂舟着町1 4番地の1 /

株式会社　苗木建材/

代表取締役　万木・ 茂,㊨ /
電話番号　075-781-0826/

京都中央生コンクリート協同組名立同意書及び出資引受書

弼中央生コンクリート協同組名立の趣旨に賛同し、次の出資を引き受けます。

なお、当社の資本金額及び従業員数は下記のとおりです。

出資引受口数　に≡至高出資1。の金額1。。, 。。。円)

金I月田/

記

1　資本金の総額又は出資の総額　　　　　1, 000万円/

2　常時使用する従業員数

3　業　　種

15人　/

生コンクリート製造業/



㊨/
平成28午2月13日/

京都中央生コンクリート協同組合/

設立発起人代表　京都市左京区上市野草地町1 3 6番埠/

宝ヶ池建材　株式会社/

代表取締役/二股純-/様

京都市山科区勧修寺小松原町6番地1 /

株式会社　栄和資材/

代表取締役　　松山　裕俊/

電話番号　075一宇01-6839/

/

京都中央生コンクリート協同組合名立同意書及び出資引受書

ノ

京都中央生コンクリート協同純壷立の趣旨に賛同し、次の出資を引き受けます。

なお、当社の資本金額及び従業員数は下記のとおりです。

出資引受口数図台出資1口の金額100・ 900前

金i一一一‾‾‾‾‾　岬/　/ 、

記

l　資本金の総額又は出資の総額　　　　1, 000万円/

2　常時使用する従業員数　　　　　　　　　10人/　/

3　業　種　　　　　　　　　　　生コンクリート製造業/



とう′
平成28年2月13日/

京都中央生コンクリート協同組合/

設立発起人代表　京都市左京区上市野卑地町士3 6番地/

宝ヶ池建材　株式会社/

代表端役/二股純一條　/

京都市伏見区久我西出町1 0番地の1 2号/

株式会社トーカイコンクリート

代表取締役　神農　峰-/

電話番号　075-935-7333/

星田

/
京都中央生コンクリート協同組名立同意書及び出資引受書

/

京都中央生コンクリート協同組合表立の趣旨に賛同し二次の出資を引き受けます。

なお、当社の資本金及び従業員数は下記のとおりです。

出資引受。数と召。/(出資1。の金額1。。, 。。’。占)

金　　　　　　　　　円/

/

記

1資本金の総額又は出資の総額　　　　　l, 000万円/

2　常時使用する従業員数　　　　　　　10人/ /

3　業　種　　　　　　　　　.生コンクリート製造業/



二∴ -二

京都中央生コンクリート協同組合/

設立発起人代表　京都市左京区上市野卑地町1 3 6番地/

宝ヶ池建材　株式会社/

代表取締役/二股純ノ様/

平成28年2月13日/

京都市右京区西京極堤下町4 3番地の’3 /

日建生コンクリート株式会社

代表取締役　　坂平　親亮/

電話番号　075÷313-0642/

京都中央生。ンクリ」ト協同組合名立同意喜及び出資引受書

畿艶富合設ふ趣旨に賛同し、次の出資を引き受けます。

なお、当社の資本金及び従業員数は下記のとおりです。

壷引受。数夏至。/(出資1。。鏑lO了000命)

金山円./

記

l　資本金の総額又は出資の総額

2　常時使用する従業員数

3　業　　種

1・ 000万円フ,

13人/

生コンクリート製造業/



二
創　立　総　会　議　事　録/

/
京都中央生コンクリート協同組合/

1開催公告年月日/平成28年1月29日/ /

1開催の日時/　平成28年2月13日/午後1時00分/

1開催の場所/　京都市下京区七条通東洞院東入る材木町4 9 9 - 2

設立同患者数/　　　7ノV　/
第-キョートビル802号室/

出席者数/　　　7人(内訳本人出席り人、委任状出席・ク人) /

出席発起人の氏名又は名称/

宝ヶ池建材賦会社/　　代表取締役/二股純-/ ′

株式会社トーカイコンクリート/代表取締役γ ・神農峰-/ /

譲琴/態絹業
日建生コンクリート株式会社/代表取締役/坂平親亮/ /

1設立時の理事の氏名/亡≡≡∃了巨三三古畳≡王子亡≡≡コ/ E≡ヨ/
l　設立時の監事の氏名/し二一一一「/ /

1議長の氏名/　　」二二コ/ ・ /

1議事録の作成に係る職務を行った発起人の氏名又は名称/ 」ィ一一ニコ

ン

1議事の経過の要領及び議案別議決の結果/

定刻に至り、司会者巨≡ヨ束が開会を宜し、設立同患者数及び出席者数を報告、本日の創立

器議蓑鷺譲葉繋蓮悲諾ま
とについて提案全員異議なく賛成した。　　　　　　　　　　　　　　　/

よって、議長は挨拶を行い議事に入る。/

第1号議案　定款制定の件/ /

議長は、原案を⊆≡ヨ氏に朗読させ、その内容を説明させた後、これを議場に諮ったとこ

ろ満場異議なく原案のとおり可決決定した。 /

第2号議案賦課金の額及び賦課徴収方法決定の件/ /

議長は、原案を⊆三重氏に朗読させ、その内容を説明させた後、これを議場に諮ったとこ

ろ満場異議なく原案のとおり可決決定した。 /

第3号謹彙初年度及び次年度の事業計画並びに収支予算決定の件/　/

議長ば原案を⊆≡ヨ氏に朗読させ、その内容を説明させた後、これを議場に諮ったとこ

ろ満場異議なく原案のとおり可決決定した。 /

第4号議案　組合の借入金残高最高限度決定の件ノ

議長は;原案を畳≡コ氏に説明させた後、これを議場に諮ったところ満場異議なく原案の

とおり、 5,000万円と可決決定した。/

⊥　l　⊥



e
第5号議案　手数料の最高限度額決定の件/

と誤‡発議謹話竃諾驚祭器鵠
第6号議案　理事・監事の報酬決定の件/

議長は、原案を巨至:氏に説明させた後、 これを議場に諮ったところ満場異議なく原案の

決定した。′
とすることを可決

第7号議案創立費の額及びその償却方法決定の件/

議長は、原案をエ≡∃氏に説明させた後、これを議場に諮ったところ満場異議なく原案の・

とおり、創立費の額は500万歌内とし{その償却方法は2年度にわたって償却することを可

決決定した。/

第8号議案　組合事務所の所在地決定の件/

議長は、原案を幸三∃氏に説明させた後、これを議場に諮ったところ満場異議なく原案の
ノとおり、京都市下京区七条道東洞院東入る材木町4 9 9-2 /第-キョートビル8 0 2号室/

に本組合の主たる事務所を設置することを可決決定した。/

第9号議案　取引金醸機関決定の件/ ・

議長は、原案を巨≡コ氏に説明させた後、これを議場に諮ったところ満場異議なく原案の
.とおり、 」一二一二-一一一一一一ココとすることを可決決定した。/

第10号議案　関係団体加入の件/

議長は、原案をた三つ氏に説明させた後、これを議場に諮ったところ満場異議なく原案の

とおり、組合の総合支援機関である京都府中小企業団体中央会へ加入することを可決決定し

た。/

第11号議案・設立時の役員の任期決定の件/

議長は、原案をエ三重氏に説明させた後、これを議場に諮ったところ満場異議なく原案の

とおり、就任後第1回目の通常総会終結時までとすることを可決決定した。/

第12号議案役員選挙の件/　　　　　　　　　　　　し

議長は、定款第25動こ規定する逸事5名:監事1名’の選挙を行うことを述へその選出方法

については指名推選により行いたい旨議場に諮ったところ、全員賛成した。これを受け、議

長は指名推選の賛成を得たので選考委貝の選出方法を議場に諮ったところ、議長一任と決定

したので叢賞、約警≡葦誓書を≡ヨ/

選考委貝は別室において被指名人を選考し、選考委貝を代表u二三三三重より選考結果

の報告があった。

引き続き、議長は被指名人を当選人として決定してよいか議場に諮ったところ、全員異議

なく賛成、次の者が当選人と決定した了

なお、蓋選人謹書謹話≒ :巨三陸≡重

各国
第13号議案　設立認可申請書の字句の一部修正について発起人代表に委任する件/

議長は、組合設立認可申請に当って、本文の趣旨に反しない字句の修正を発起人代表に委

任・したい旨を説明し、これを議場に諮ったところ、全員異議なく可決決定したo/　/



∈∋“

議長は、以上をもって本総会のすべての議案審議を終了した旨を告げ午後3時0 〇分に閉会

を宣す。

本総会の議事の審議要領及びその結果を明確にするため、本議事録を作成する。 /

平成28年2月13日/

京都中央生コンクリート協同組合/

議長茶

話愛縁作成発起人 代表取締役/ L_一一一「/ ’
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